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 日本企業が直面する製造物責任リスク
トヨタ, ソニー, パナソニックなどの国際的に展開する日本企業は, その生産物を海外
に輸出するために様々なカントリーリスクに直面する｡ これら国際企業が直面し脅威とな
るリスクの一つが製造物賠償責任 (PL: Product Liability) リスクである｡ ロイ L. リアド
ンとジョージ M. ニーカム (1997) によると, 製造物賠償責任とは ｢あらゆる製品の製造,
組み立て, 設計, 検査, マーケティング, 梱包, またはラベリングから生じる人的損害,
死亡, または財産的損害に対する賠償責任である｣ と定義される｡ 特に訴訟大国といわれ
る米国における製造者責任による賠償リスクは, 日本企業にとっては喫緊の脅威であり,
将来にわたって脅威であり続けよう｡
日本においても1995年 7 月 1 日, 製造物賠償責任法 (PL法) が施行された｡ それ以来,
製造物賠償責任に関する意識が国内消費者の中に芽生え, 製品に関する苦情は劇的に増加








て適合度が高いと考えられている５つの分布 (逆ガウス, ガンマ, 対数正規, パレー




赤池情報量基準 (AIC) によりデータとの適合度が高いモデルを見つけ出した｡ 本
分析の結果, 上記５つのモデルの中では対数正規型複合ポアソン過程がデータとの
当てはまりが良く, 適合度が最も良いとの結果を得た｡
前 田 祐 治
｢製品に起因する事故｣ は施行以前の1993年は400件, 1994年は552件であったが, 1995年
では1051件, 1996年では1013件と施行前の 2倍に増加している｡ その以降, 事故件数は着








Gerber (1979) は, ｢保険損害の累積を連続的な確率過程であると捉えると, それはレ
ヴィ過程 (process) の一つである複合ポアソン過程 (compound Poisson process)
であらわすことが適当である｡｣ と論じた｡ レヴィ過程に関しては, 伊藤 (1991), 佐藤
(1990), 宮原 (2003) などで詳細に説明している｡ レヴィ過程は, ｢確率連続な加法過程
(incremental process)｣ のことである｡ 伊藤 (1991) によると, レヴィ過程の中でほとん
ど確実に連続なものを ｢ガウス型レヴィ過程｣ といい, また過程がほとんど確実に飛躍１
で増加する階段関数の時は ｢ポアソン型レヴィ過程｣ という｡ Gerber (1979) は, 保険損
害の累積額を確率過程として捉え, ポアソン型レヴィ過程で表現できるとしている｡
特に損害保険 (Non-life insurance) リスクの定式化に関して, レヴィ過程に多くの学者




世界では, 将来損害を予想する際, ポアソン分布を発生頻度モデルに, そして対数正規,
ガンマやパレート分布を発生規模モデルとして良く使う (海老崎 (2009))｡
直近の研究の中で, 例えば Perera (2010) にあるように, オプション投資や保険リスク
に直面する者の戦略をマーチンゲール (Martingale) 手法を適用し, レヴィ過程から導か





マーチンゲール (Martingale) 手法によるモデル化を提唱する Hoggと Klugman (1984)
も同様に, 典型的な右に裾野の長い分布, 例えば, パレート分布 (Pareto), ガンマ分布




Mikosch (2009) によると, 指数分布 (Exponential), ガンマ分布, ワイブル分布, 切断
型正規分布 (Truncated Normal) などは“小さな損害”のモデル化に適しており, 対数正
規分布, パレート分布, ブアー (Burr) 分布, ワイブル分布, ベンクタンダー
(Benktander) 分布, 対数ガンマ (Log-gamma) 分布などは“大きな損害”モデル化に利
用できると述べている｡ また, Morales (2004) は, 再保険価格決定における極値理論に
おいてパレート分布が使用されていることから, レヴィ過程に基づいて, レヴィ測度
(measure) が一般的パレート分布に比例するとの前提でリスクのモデル化を行って
いる｡ Andersen (2009) もまたレヴィ過程を使用して損害率のモデル化を行っている研究
者の一人である｡ 彼は, レヴィ測度として対数正規分布, ベンクタンダー分布, heavy-tail
(“fat tail” とも言われる裾が厚い分布のこと) なワイブル, パレート, ブアー分布などを
レヴィ測度として使用している｡
一方, 宮原 (2003) は, レヴィ過程を適用し株価過程の定式化を試みている｡ 宮原
(2003) の研究によると, 株価の動き (株価過程) を幾何レヴィ過程 (geometric 
process) と仮定してモデル化を行っている｡ 株価の動きをレヴィ過程で定式化する背景





にデータ解析を試る｡ 上記に挙げられている候補分布の中から, ガンマ分布, 対数正規分
布, パレート分布, ワイブル分布の分布に加え, 新たな試みとして逆ガウス (Inverse














る｡ 各事故の損害金額は, 発生した時に見積もった予想支払金額に関連費用と IBNR























































(ジャンプ) が正であり負でもある｡ 一方, 本分析で注目する累積損害過程は, ジャンプ
が正であるのみの加法過程 (additive process) であり, さらに表 1の記述統計値の歪度 5
(＞0) が示すように右裾が厚い分布に注目する｡ 右に裾野が長い分布は様々あるが, その
中から損害分布として使用される代表的な逆ガウス分布, 対数正規分布, ガンマ分布, パ









ここでレヴィ過程  が複合ポアソン過程であるとは, , 
	なる生成要素を持つ場合をいう｡ ただし, は正の定数であり, 	は過程











































































































































Estimation) がある｡ しかし, 宮原 (2003) によると, 他の推定法としてモーメント法
(積率法) を適用することが考えられると論じている｡ モーメント法には古典的モーメン
ト法と一般的モーメント法があるが, 分布がモーメントを持たない場合には古典的モーメ













また, 損害規模 (ジャンプ幅) 分布と次の損害が起こるまでの時間 (発生タイミング)























































































































































































































通常, 累積損害過程を複合ポアソン過程モデルで捉えた場合, ｢損害規模 (ジャンプ幅)
の分布｣ と ｢損害発生のタイミング (次のジャンプが起こるまでの待ち時間)｣ は互いに
独立の事象であることを前提条件している｡ しかし, 本稿ではこれらの事象の独立性をデー
タに基づいて検証することで, 複合ポアソン過程でモデル化して問題ないことを確認した｡
通常, 損害保険に関連したリスクは, 損害頻度と損害規模の間には相関関係がない, つま
り ｢互いに独立である｣ と仮定することに問題はないかと考えられる｡ あえて本仮説が標
本データにより棄却されないことを検証するため, カイ二乗仮説検定を行った｡ この仮説





して使用し, 計算ソフト (Mathworks社の MATLABを使用) により数値解析的に最尤法
を使ってモデルの最適なパラメータの推定を行う｡ 本手法により定式化された５つのモデ
ルが, 実際のデータ値と適合するかどうかの検定を行う｡ この検定では, 損害規模 (過程
においてのジャンプ幅) が実際の損害規模データと適合しているかについて, コルモゴロ
フ・スミルノフ検定 (Kolmogorov-Smirnov test) によりモデルとデータの相違を有意水準
 5 ％で検証した｡ ここでの対立仮説は, ｢導かれたモデルの確率分布が実際のデータ
分布と違う｣ とし,  5 ％有意水準において検定結果を検証した｡
次に, 定式化された５つのモデルから最適なモデルを選択する検証を行う｡ このモデル
選択の基準としたのは, 赤池 (1973) の赤池情報量基準 ｢AIC (Akaike Information
Criterion)｣ である｡ 最尤法であてはめられたモデルが複数ある時にその中で最適な一つ
















確認した｡ 標本データによると 5年分の日次データを用いたが, そのうち観測された損害




さて, 上記検定の結果, カイ二乗統計量は3.79となり, 有意度 5％における棄却値は
16.92であった｡ 3.79＜16.92であるので, 統計的に対立仮説は棄却 (帰無仮説は採択) さ
れる｡ よって, ｢損害規模の分布と発生頻度の分布は独立である｣ という帰無仮説は棄却





ある｡ 表３では 5 つの各モデルの古典的モーメント法 (CMM: Classical Method of
Moment) によるパラメータ推定値, そしてその CMM推定量を初期値として数値解析的
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表３：古典的モーメント法と最尤法によるパラメータ推定結果
IG型複合ポアソン過程    損害規模分布の AIC P-値
CMM 3.4574 0.3931 0.0405
MLE 0.3868 0.1808 0.2005 930.982 0.4167
ガンマ型複合ポアソン過程   
CMM 0.0984 0.1157 0.3027
MLE 0.2256 0.4826 0.2005 926.564 0.0221
対数正規型複合ポアソン過程   
CMM 1.4683 0.6400 0.0595
MLE (0.5627) 2.9082 0.2006 849.093 0.5588
パレート型複合ポアソン過程   
CMM 3.4574 6.7188 0.0376
MLE 0.2502 0.0104 0.2005 1586.940 0.0184
ワイブル型複合ポアソン過程   
CMM NA NA NA
MLE 0.6086 1.3321 0.2006 886.124 0.1766
注：CMMは ｢古典的モーメント法｣ による推定値, MLEは ｢最尤法｣ による推定値｡
表２：損害規模と発生頻度 (待ち時間) の分割表
損害規模 X (単位：$ 100,000) ２日以下 2～4日 4～6日 ６日以上
0.00Xor＝0.2 26.29 15.58 10.47 21.66
0.2Xor＝0.6 28.07 16.63 11.17 23.13
0.6Xor＝1.0 14.57 8.63 5.80 12.00
1.0X 39.08 23.16 15.56 32.20
に最尤法 (MLE: Maximum Likelihood Estimation) で求めたパラメータ推定値を示した｡
さらに, 規模分布に関する, コルモゴロフ・スミルノフ検定の値も示した｡
ワイブル型複合ポアソン過程においては, 古典的モーメント法 (CMM: Classical
Method of Moment) によるパラメータを推定することが困難であったので, 他のモデル
推定で得た値を初期値として使用し, 最尤法 (MLE: Maximum Likelihood Estimation) に
より数値解析的に求めた｡
ワイブル型モデル以外での古典的モーメント法により得られた発生頻度を示すパラメー
タ, 強度, の推定値は0.037から0.059と１よりもかなり低い値を得た｡ 独立検証でも頻
度と規模が独立であると想定できる結果を得たので, 規模 (ジャンプ幅) の分布と頻度
(ジャンプが起こるまでの時間) の分布を分けての推定を再度行った｡ 頻度の分布を規模
の分布とは分けて推定し直すことで強度はより精密な推定値を得ることが可能になる｡
再推定により, 最尤法 (MLE) で数値解析的に推定された強度は0.2005となった｡
本分析においては, モデル選択の基準として, 損害規模 (ジャンプ幅) の分布に対する
を用いることとしたのであるが, 実際, 対象としている損害発生のモデルは, 損害
規模 (ジャンプ幅) の分布と損害発生 (ジャンプの起こるまでの時間) 頻度に関する分布
を独立事象であることとした｡ 従って, ジャンプが起こるまでの時間の分布はモデル間に





(＝約849) が最も低く, 従って最も適合度が高いと判断され, 次にワイブル型 (





検定を行なった結果, 対数正規分布型の複合ポアソン過程が一番良く｡ その 値は
0.5588 (＞0.05) であった｡ 対数正規型のモデルは, 有意水準５％においては, ｢モデル
分布と実際のデータ分布は異なった分布である｣ との対立仮説は棄却される｡ また, 5 ％
の有意水準でみると逆ガウス (IG) 型 (値＝0.4167＞0.05) とワイブル型 (値＝0.1766
＞0.05) も上記対立仮説は棄却される｡ 従って, 対数正規型, 逆ガウス型, ワイブル型は
14
モデルとして使用可能であると判断される｡
それら以外のモデルの 値をみると, ガンマ型 (値＝0.0221＜0.05)) とパレート型
(値＝0.0184＜0.05) となり, 対立仮説 ｢モデル分布と実際のデータ分布は異なった分布
























































本稿は, 平成23年度採用の JSPS科研費基盤研究 (C) 24530510より受けた助成金の研究成果
の一部である｡
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